
 

  

■ 研究の背景と目的 
わが国ではこれまで、人口増加と経済成長を背景に、

多くの住宅を生産・供給してきた。そして、大量供給を可
能にした住宅のモデュール化や部品化等の生産技術を
はじめ、自然災害に強く、エネルギー効率の良い住宅シ
ステムの開発や、ユニバーサルデザインを取り入れた仕
様など、高い水準の性能・品質が確保された住宅生産技
術を築き上げてきた。ところが、今後、人口減少による新
築住宅の着工減、住宅の余剰ストックも存在することから、
日本国内の住宅市場は縮小していくものと考えられる。そ
の一方で、東南アジア等の近隣諸国では、人口が増加し、
急速に経済が発展しているところもあり、住宅供給と住生
活の質の向上が課題となっている状況である。そこで、そ
のような国・地域に対して、わが国の住宅生産技術を移
転・普及させることができれば、現地の住生活の水準・質
の向上や住宅関連産業の発展に貢献できるだけでなく、
わが国の住宅産業自体の新たな発展にもつながるものと
なる。このような事柄を背景として、国立研究開発法人建
築研究所では、海外展開を実施・検討している我が国の
住宅生産関連事業者の支援を目的として、そのような事業
主体に共通して必要となる情報（共有技術情報）について、
その枠組みを構築し情報基盤の整備・提供を行うものとし
て、平成26・27年度において検討を進めている。 
 
■ 研究の概要 

本研究課題では、主な対象国をタイ、インドネシア、マ
レーシアとし、プレハブ住宅で培った生産技術を用いた
戸建住宅の建設を想定し、以下の検討を進めている。 
（１）住宅生産技術の海外進出事例の収集・整理 

国内の住宅生産関連事業者による海外展開や計画の
事例収集と、それらの情報・課題を整理する。 
（２）住宅及び生産システムに関する実態調査 

①社会制度・慣習②既存の施工・生産体制③在来の住
宅生産技術等について、国内外での文献調査、ヒアリング
による実態把握および情報の収集整理を行う。 
（３）住まい手側のニーズ及び住宅の性能に関する実態調査 

住まい手側の視点に着目し、居住環境と住居に対する
文化・習慣、ニーズ等について、（２）同様、実態把握と、
住宅に対する要求性能の整理を行う。 
（４）東南アジア等の住生活向上に資するわが国の住宅生
産技術の国際化支援のための情報基盤の整備 

上記で得た情報や検討内容について取りまとめる。 

■ 研究成果の概要 
文献調査をはじめ、国内の住宅生産関連企業へのヒア

リングを実施し、対象国等における住宅建設の現状の把
握と、海外展開における課題を抽出した。また、現地にて
産官学の住宅・建設関連の専門家・有識者に対するヒアリ
ング調査および、住宅生産、住民ニーズの実態把握を行
い、これらの調査結果を共有技術情報として取りまとめて
いる。共有技術情報は、対象国について、住まい手のニ
ーズ・市場動向、構工法や施工体制などの住宅生産シス
テム、住宅生産に係る法律他社会制度、基本情報（人口・
経済状況等）に分類・整理している（概要は図を参照）。こ
の他、住宅の供給に係る新たな事業展開のあり方などを
提案した、住宅生産技術の海外展開のためのロードマッ
プの提案と共に、研究成果として建研ホームページ等で
公開し、技術移転の開発と普及に努める予定である。 

図 共有技術情報の概要 

 
 
 
 
 
 

写真 住宅地の様子（左：インドネシア 右：タイ） 
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